
（趣旨）

（補助事業者）

ブ等を除く。

（補助対象事業）

（補助対象経費及び補助金の額）

(2) 大学生又は大学院生を構成員とする学生団体。ただし、大学等から運営助成を受けているクラ

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、子どもの貧困問題を理解し、主

に低所得世帯（要保護・準要保護家庭等）の子どもを対象に行う、生活習慣の確立や学習習慣の

る大学生の多い京都の特長を活かし、大学生などの若い世代が中心となって取り組む子どもの貧

困対策に係る活動に対して、補助金等の交付に関する規則（昭和35年京都府規則第23号。以

下「規則」という。）及びこの要領の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。

京都府子どもの未来づくりサポーター活動支援事業実施要領

第１条 京都府では、低所得で修学援助が必要とされる世帯の子どもの割合が、小学校では約17

％、中学校では約23％と、概ね５人に１人が厳しい家庭の経済環境に置かれている状況にある

中、教育関係機関・福祉関係機関をはじめ、地域のＮＰＯや自治会、民生・児童委員など多様な主

(1) ２０歳代の若者を中心とした３名以上の者によるボランティアグループ

２ 補助金の額は、前項の補助対象経費の額（補助対象経費の額に1,000円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てる。）とし、３０万円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とする。

　(4) 調理実習を含む食育活動

　(5) 学習や友人関係などの相談・助言活動

　(6) その他の子どもの貧困対策に資すると知事が特に認めた活動

体により、低所得世帯の子どもに対する学習支援や生活支援などの様々な取り組みを実施する

ことにより、貧困の世代間連鎖の防止を図る「京都府子どもの貧困対策推進計画」を平成２７年３月

に策定し、すべての子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って

成長していける社会の実現を目指すこととしている。

ただし、市販品を購入し、そのまま加工することなく提供するお菓子等に係る経費については、

低所得世帯の子どもの多くは、大人と関わる時間が少ない状況にも関連して、生活習慣の確立

や学習習慣の定着が図られていないことが考えられることから、小・中学生のロールモデルとなりう

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規定する事業の実施に

し、グループ又は団体の代表者が、京都府税を滞納していない者に限る。

第２条 補助金の交付の対象となる者は、次のいずれかに該当するグループ又は団体とする。ただ

　(1) 学習支援活動

　(2) 学生等の若い世代と子ども及び子ども相互間の交流活動

　(3) 文化・スポーツ・自然などの非日常の体験活動

定着に向けた次の取組とする。

必要な費用から、事業実施のために徴収した参加費や寄付金などの収入を差し引いた額とする。

原則として、補助対象外経費とする。



（補助対象事業の聴取等）

（補助金の交付申請及び変更交付申請等）

（遂行状況報告書）

（補助事業の経理等）

（その他）

第９条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。

　　　附　則

　この要領は、平成２８年５月２６日から施行し、平成２８年度の補助金から適用する。

づくりサポーター活動支援事業実施計画書（別記第１号様式）により、実施しようとする事業の内容

５ 規則第13条に規定する実績報告書は、別記第６号様式によるものとし、補助事業が完了した日か

第７条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の遂行状況について、報

第８条 補助事業者は、補助事業の経理については、他の経理と明確に区分して帳簿及び全ての証

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日の属する年度の終了後10年間

第６条 規則第５条に規定する交付申請書は、別記第２号様式によるものとし、事業は、原則として補

行が困難になったときは、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。

定後、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃止）承認申請書（別記第

５号様式）による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

更の承認を受けようとする者は、変更交付申請書（別記第４号様式）により知事に申請するものとす

助金の交付決定を受けてから着手するものとする。ただし、補助金交付決定前までに事業着手す

る必要がある場合は、指令前着手届（別記第３号様式）を提出することにより、事業を執行すること

ができる。

る。

４ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがなくなったとき又は補助事業の遂

２ 規則第９条の規定により知事の承認を受けなければならない変更は、補助金総額の増減とし、変

３ 規則第７条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該決

保存しなければならない。

拠書類を整備し、その収支の状況を明らかにしておかなければならない。

告書の提出を求めることができる。

ら起算して30日を経過した日又は補助金の交付決定に係る年度の翌年度の４月10日のいずれか

早い日までに知事に提出しなければならない。

の聴取を行い、子どもの貧困対策に資する取り組みであると判断した場合に次条以降の手続きを

するよう通知するものとする。

第５条 知事は、この補助金の対象とする事業について、第３条に定める事業者から、子どもの未来


